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１．はじめに

 土砂・洪水氾濫対策を目的とした砂防計画では、短期、中
期、長期の土砂生産・流出を対象とした計画の検討が必要と
されている。このうち、中長期の土砂生産・流出については、
土砂動態に関する調査も少なく、対策を検討する上で十分な
知見が得られていないのが現状と考えられる。
筆者らは、平成12年9月東海豪雨、令和3年8月豪雨など複

数の土砂流出イベントが発生している木曽川水系中津川を
対象として、中長期の土砂動態に関する調査および土砂・洪
水氾濫対策の検討を行っている。
本報告では、平成12年9月東海豪雨から令和3年8月豪雨ま

での大きな出水を含まない長期間の土砂動態に着目し、土砂
生産・流出の実態調査を行った。また、河床変動計算を用い
て長期間の土砂流出による影響についても検討を行ったの
で、その結果を報告する。

２．中津川流域の概要

中津川は、木曽川の上流部に位置し、恵那山を源流とする
木曽川の支川である。流域面積は82.8  、平均河床勾配1/11
であり、河床勾配からみた土砂移動形態は、下流域（牛ケ
瀬砂防堰堤より下流）が掃流形態、中上流域（牛ケ瀬砂防
堰堤より上流）が土石流形態となっている。主な地質は花
崗岩および流紋岩であり、風化・変質が進んでいることから
源流部には多くの大規模崩壊地が存在している（図-1）。
３．検討対象期間

3.1 対象期間
中津川流域では、これまで流砂量観測及びLP計測や衛星

画像解析等のデータが多数得られている。また、S58年9月
洪水、H12年9月洪水（東海豪雨）やR3年8月洪水等の土
砂移動実績が多数存在している状況にある。そこで、本検討
では中津川流域を対象として長期的な土砂動態を検討する
ものとした。検討対象期間は、H12 年 9 月洪水（2000）か
らR3年8月洪水（2021）の期間のうち、2時期のLPデー
タが得られているH20年5月（2008年）からR元年11月
（2019年）を対象期間として選定した。
3.2 降雨状況
S30年（1955年）からR3年（2021年）の年最大24時

間雨量を図-2に示す。中津川流域では、S36年、S45年、
S58年、H12年、R3年に規模の大きい降雨イベントが発生
しているが、対象期間としたH20年からR元年は1/10確
率未満の降雨イベントしか発生しておらず、長期の土砂
動態を検討する上で妥当な期間と考えられる。 

４．崩壊発生状況

2008年（平成20年）および2019年（令和元年）に撮
影された空中写真および LP データをもとに作成した立
体空中写真図を使用して、崩壊地、疎林地を判読し、その
変化を計測した。平成20年における中津川流域の崩壊地、
疎林地の分布状況を図-3 に示す。中上流域の支川内には
多数の崩壊地が発生しているほか、流域北側の稜線付近
を主として樹木がほとんど見られない疎林地が多く見ら
れる。これらは、いずれも長期的な土砂生産源となってい
ることが推察される。対象期間に発生した新規崩壊は56
箇所、面積は約2.2万㎡と少ない。一方、継続崩壊は320
箇所、面積は37.3万㎡、疎林地は対象期間内に消滅した
ものを除くと30箇所、面積は211.4万㎡と多くなってい
る。中津川流域の長期的な土砂生産源としては、継続崩壊
および疎林地からの土砂生産に着目していく必要がある
と考えられる。

５．河床変動状況

2008年（平成20年）および2021年（令和元年）に計測され
たLPデータをもとに、中津川本川および主要支川に100ｍピ
ッチを基本とする横断測線を設定して河床変動量を算出し、
対象期間の河床変動状況を調査した。

5.1 中津川本川
対象期間における中

津川本川の堆積、洗堀量
を上流端から加算し、累
加変動量として図-4 に
示す。本川は、ほぼ全区間
で累積的に土砂が堆積し
ており、中津川第 1 砂防
堰堤より上流と下流区間
では累積の傾きがやや大
きくなっている。中津川
本川における上流端から
の累加変動量は、木曽川
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図-1 中津川流域の概要
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図-3 H20年～R元年の崩壊発生状況

図-2 昭和30年～令和3年の年最大24時間雨量
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本川合流点で+130,549  （堆積）となっている。図中には、
S58 年 9 月、平成 12 年 9 月、令和 3 年 8 月の河床変動
状況を合わせて示した。短期イベントにおける河床変動
と対象期間の河床変動を比べると、中津川第１砂防堰堤
地点付近では、短期イベントの累加変動量は 2 倍程度大
きいが、下流部ではH12年9月イベント程度まで累加土
砂量が近づいている。長期間の土砂流出により下流の河
床が上昇し、次回大規模降雨イベント時に土砂・洪水氾濫
の危険性が高まることが考えられる。
5.2 支川
図-1 に示す主要支川（23 支川）について、本川と同じ方

法で河床変動量を算出した。各支川の累加変動量（中津川合
流点）を表-2の赤枠部分に示す。主要支川のほとんどで累加
変動量は堆積となっており、洗堀となっているのは、一ノ沢、
闇がり沢の 2 支川のみである。累加変動量が大きい支川は、
堆積では前沢、正ヶ根沢、橋ヶ谷、地獄谷、左支川①、黒井
沢が2.0万 以上と大きく、特に地獄谷が約5.6万 と大き
くなっている。一方、洗堀では一ノ沢が約2.0万 、闇がり
谷が約3.5万 となっている。支川全体での堆積土砂量の合
計は約33.5 万 、洗堀土砂量の合計は約5.6万 であり、
対象期間内に相当量の土砂が河道に堆積している。これらの
土砂は、次回の大規模降雨イベント時の土砂生産源となるた
め、支川内の長期の土砂動態について着目する必要がある。 
６．土砂収支
対象期間における河床変動状況および崩壊発生状況から、

当該期間の土砂収支を検討した。崩壊生産土砂量は、継続崩
壊および新規崩壊の土砂とし、崩壊面積に平均崩壊深を乗じ
て算出した。平均崩壊深は、既往災害調査の現地計測値をも
とに設定した。表-2に土砂収支を示す。中津川流域全体で単
純に集計した場合の生産土砂量は約56.9万 であり、このう
ち約13.4万 が中津川本川に堆積し、残りの約43.5万 が木
曽川本川に流出した結果となる。一方、個別の支川で見た場
合は、生産土砂量が渓床の堆積土砂量を下回る流域が多くな
っており、崩壊地以外からの土砂生産を評価する必要ある。
他の土砂生産源としては、疎林地の侵食や低次谷の渓床・渓
岸侵食等が考えられる。 

７．河床変動計算による長期土砂流出の影響検討
中津川流域における長期的な土砂流出による下流への影

響を把握するため、一次元河床変動計算による河床変動状況
の分析を行った。計算モデルは、既往検討で作成され再現性
が確認されているモデルを使用した。
7.1検討シナリオ
 計算期間は、土砂動態を調査したH20年からR元年とし、
計算期間の最初と最後にR3年8月と同じ洪水が発生するシ
ナリオを想定するものとした。流量波形は観測データをもと
に設定した。2洪水を挟む期間の供給土砂量については、土
砂収支から想定した土砂量を給砂するものとした。また、施
設の整備状況は現況を想定した。
7.2計算結果と長期的な土砂流出による影響
 計算結果を図-5に示す。グラフは、各年の5月、8月、11
月の時点を抽出したものを抜粋している。対象期間の河床変
動状況を見ると、期間当初の降雨イベント（R3年8月規模）
時は河床上昇による土砂・洪水氾濫は発生していないが、そ
の後1年程度で土砂・洪水氾濫が発生している。また、期間
最後の降雨イベント（R3 年 8 月規模）では、下流部の広い
範囲で河床上昇による土砂・洪水氾濫が発生しており、長期
の土砂流出が氾濫の発生、規模に影響することが示唆される。

８．おわりに（今後の課題）

今回の調査・検討から、中津川流域における長期的な土砂
流出が下流での土砂・洪水氾濫の発生や規模に影響を及ぼす
可能性が示唆された。今後は、長期的な土砂生産源となる継
続崩壊地、疎林地、小渓流の渓岸・渓床等から平年的にどの
程度の土砂が生産され、下流へ影響を及ぼしているかを具体
的に把握していくことが重要と考えている。また、土砂生産
の実態を踏まえ、複数の土砂流出シナリオを想定しながら河
床変動計算により、土砂・洪水氾濫による被害想定、対策計
画へと検討を進めていきたいと考えている。

氾濫発生なし
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土砂堆積増加

図-5 検討シナリオによる計算結果

図-4 中津川本川の河床変動状況

表-2 H20年～R元年における土砂収支
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